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1. 序論 

1-1.研究の背景 

 我が国では木造密集市街地が数多く存在

しており、災害危険性が指摘されている。

しかし整備改善に向けて様々な改善策が計

画、実行されているものの思うように効果

を発揮していないのが現状である。そのた

め木造密集市街地を改善するためには今ま

での改善策とは根底から違うような方策を

考え、提案していかなければならないと言

える。そのような中で提案された「東京モ

デル」というモデルがある。「東京モデル」

とは簡潔に説明すると東京 23 区において

木造密集市街地と都心部地区との間で容積

移転を導入することで木造密集市街地の緑

地化を進め住環境を改善しようとする考え

方である。日端ら(2009)では詳細に記され

ているが「東京モデル」の導入による影響

は述べられておらず、実際に「東京モデル」

の施策展開に当たってはこのモデルの適用

による影響を事前に把握しておくことが望

ましいと考えられる。 

1-2. 研究の目的と方法 

既往研究からは都市圏全体を対象として

容積移転導入を行った影響を、市町村より

細かい区分でモデルを実際の地域、データ

に当てはめて分析することで把握した研究

は見当たらなかった。これらを踏まえて以

下の二つの研究目的を設定した。 

①「東京モデル」の導入による影響のモデ

ル分析を通して適用地域への影響を敷地単

位で把握し、施策展開する上でのスキーム

を提案すること 

②容積移転導入による各主体の行動のモデ

ル化を通して容積移転市場で決定される容

積価格および取引量を明らかにすること 

 これらの研究目的を達成するためモデル

分析を行った。 

1-3.「東京モデル」の概要 

「東京モデル」とは木造密集市街地にお

ける未利用容積を都心部地区に売買を通じ

て移転させ、都心部で容積率を緩和させる

ことで運用するものである。ここで未利用

容積はその敷地で利用可能な容積率全てを

想定している。そして容積を売却した土地

は緑地等に整備、管理される。これによっ

て木造密集市街地の整備改善と都心部等の

開発を施策連携しようとするものである。 

2. 分析モデルおよび結果 

2-1.モデルの設定 

 容積の供給側、需要側それぞれの土地を

取得した民間事業者の行動を考える。容積

の需要側(都心部開発地区)の対象地域に n

個の敷地が存在するとし、敷地 i(i=1,2,…,n)

における指定容積率に基づく開発可能容積

(㎡)を Fi とする。同様にして容積の供給側



(木造密集市街地)の対象地域に n’個の地が

存在するとし、敷地 k(k=1,2,…,n’)における

指定容積率に基づく開発可能容積(㎡)を Fk

とする。容積移転は等積変換(等しい量の容

積を交換すること)とした。木造密集市街地

の土地を取得した民間事業者は容積を需要

側に売却してその土地を緑地化する、また

は容積を売却せずにその土地に賃貸マンシ

ョンを建設する、2 つの行動のうち利潤の

高い方を選択する。これを定式化したもの

が(1)式である。 
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 ただし R:マンション賃料、Zk:敷地 kで

の開発量(=延床面積)、C(Z):開発費用関数、

Mk(a):緑地整備費用関数 q:容積価格、a:敷

地面積である。そして敷地 k における容積

の需要側(都心部開発地)への容積の供給 Sk

は(2)式のように表される。 

 

 (2)  

一方で都心開発地区の土地を取得した民

間事業者は容積を供給側から購入した上で

オフィスビルの開発を行う、または容積を

購入せずにその土地の指定容積率の範囲内

でオフィスビルの開発を行う、2 つの行動

のうち利潤の高い方を選択する。これを定

式化したものが(3)式である。 
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ただし P:オフィス賃料である。そして敷地

iにおける容積の供給側(木造密集市街地)へ

の容積の需要 Diは(4)式のように表される。 
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 容積移転市場では需要   
 
   と供給

   
  
   が一致するように容積価格 qが決ま

るので(5)が成立する。 
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そして開発費用関数 C(Z)については市街

地再開発事業の 138 事例を対象として、事

業費を各事例の延床面積に回帰させること

で推計を行い、関数として(6)に示す 2次式

を適用することとした(表 1参照)。同様に緑

地整備費用関数 M(a)についても国土交通

省都市局の平成 22年度～平成 24年度都市

公園事業事業評価対象である 17 整備事例

を対象に各事例の事業費を整備面積に回帰

させることで回帰式を推計した(表 2参照)。

その結果(7)に示す 2次式を適用することと

した。(単位:C,M-円,Z,a-㎡) 

  29 423.0948.38406710058.1 ZZZC   (6)  

  29 052.0489.3877310874.3 aaaM   (7)  

表 1 開発費用関数推計結果 

 

表 2 緑地整備費用関数推計結果 

 

表 3 対象地域抽出結果 

 

定数 b1 b2 b3

線型 (１次) .738 2.982E+09 256758.944

対数 .585 -1.371E+11 1.466E+10

2 次 .771 -1.058E+09 384067.948 -.423

3 次 .773 1.310E+08 324206.049 .146 -.00000114

方程式
パラメータ推定値

R 2 乗

定数 b1 b2 b3

線型 (１次) .665 3.345E+09 63089.925

対数 .449 -4.247E+10 4.904E+09

2 次 .667 3.874E+09 38773.489 .052

3 次 .668 3.902E+09 39397.181 .000 .00000011

方程式
パラメータ推定値

R 2 乗

件数 開発可能面積(ha)
木造密集市街地 83,010 7907.87
都心部開発地区 22,438 8575.96
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2-2.分析データ 

オフィス賃料は「三幸エステート株式会

社 HPエリア別相場データ」、マンション賃

料は「財団法人東日本不動産流通機構 HP-

首都圏賃貸居住用物件の取引動向(2012 年

04～06月)」の区別データを用いた。 

2-3.分析対象地域 

東京 23区内において「東京モデル」を導

入するものとし、木造密集市街地は東京都

(2004)「防災都市づくり推進計画」で指定

されている重点整備地域、都心部開発地区

は東京都(2008)「新しい都市づくりのため

の都市開発諸制度活用方針・改訂版」で指

定されている都心等拠点地区とした。そし

て平成 18 年度東京都土地利用現況調査デ

ータを用いてGISで対象地域を抽出した結

果は表 3のようになった。 

2-4.分析結果 

 賃料収入が得られる期間はオフィス:30

年、マンション:27年とし、レンタブル比は

0.8、開発可能面積は敷地面積と指定容積率

の積の値として分析した結果市場で取引さ

れる容積価格は 1 ㎡あたり 76 万 4637 円、

容積取引量は 2456.5(ha)となった。 

3. 施策展開に向けたスキームの提案およ

びその影響分析 

3-1.施策の成果目標 

 施策展開する上での施策の評価指標をみ

どり率に設定した。そして東京都の緑地計

画および筆者によるみどり率の調査により

施策の成果目標として 360.2(ha)の緑地の

整備と定めた(図 1参照)。 

 

図 1 緑地の目標整備量の設定 

3-2.スキームの提案および影響分析 

 成果目標を過不足なく達成するための二

つのスキームとして容積の不等積変換(異

なる量の容積の交換)、容積売却収入への課

税を提案する。そしてこのスキームを適用

する上での適切な容積変換比率および税率

を求めた。2.で構築したモデルをもとに求

めると容積変換比率は木造密集市街地：都

心部開発地区=12.46:1、課税の税率は

85.7%となった。そしてこのとき市場では

不等積変換の場合、容積価格が 1 ㎡あたり

197万 9993円、課税の場合、容積価格が 1

㎡あたり 111 万 4529 円で取引されること

がわかった。 

4. 税制の効果をモデルに含めた分析 

4-1.容積移転に関する税 

 2.および 3.におけるモデルを容積移転に

関する各種税を考慮したモデルに拡張し、

改めて等積変換、不等積変換、課税の 3 パ

ターンの影響分析を行った。容積移転に関

する税として容積の供給側は所得税 40%、

容積の需要側は不動産取得税 4%、印紙税

10万円、消費税 5%、登録免許税 2%が課さ

れるものとした。ただし不動産取得税、登

録免許税に関わる固定資産税評価額につい

ては各敷地から最も近い地価公示ポイント

の地価(H24)の 7割の値とした。 

4-2. 分析結果 

 等積変換の場合、市場での容積価格が 1 



表 4 緑地化率(%) 

 

㎡あたり 36万 8358円、取引量が 1154(ha)

となった。また不等積変換の場合容積変換

比率は木造密集市街地：都心部開発地区

=1.86:1、課税の税率は 20.6%となった。不

等積変換の場合市場での容積価格が 1 ㎡あ

たり49万1865円、課税の場合は40万3535

円となった。不等積変換、課税の場合容積

の取引がなされる地域を図 2、図 3に示す。

また木造密集市街地各区の対象地域のうち

緑地化される地域の割合を表 4に示す。 

4-3.考察 

 緑地化地域は各区にバラバラに分布し、

多くの区で 10%前後の緑地化により住環境

の改善がなされ、「東京モデル」の導入が木

造密集市街地の整備改善に一定の効果を及

ぼすことは評価できる。一方で緑地化の進

行度により効果があまり期待できない地域

も存在する。容積購入地域については丸の

内、大手町、日本橋等都心 3 区に集中し、

敷地面積、指定容積率、賃料が大きい地域

で容積の購入がなされることがわかった。 

5.結論 

 以上のようにモデル分析によって「東京

モデル」導入の影響を把握し、スキームと

して容積の不等積変換および課税を提案し

た。そしてスキームの適用によって市場で

取引される容積価格が明らかになった。ま

た緑地化地域を見ても多くの区で「東京モ

デル」の導入が木造密集市街地の整備改善

に一定の効果を及ぼす一方で効果があまり

期待できない区も存在することがわかった。 

 

図 2 容積取引地域(不等積変換) 

 

図 3 容積取引地域(課税) 
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区 等積変換 不等積変換・課税
大田区 5.8 4.2
品川区 12.3 10.9
目黒区 18.7 15.3
世田谷区 12.9 10.8
中野区 9.7 9.1
豊島区 16.3 14.0
北区 2.4 0.6
板橋区 11.7 8.3
荒川区 25.5 21.9
足立区 40.5 34.3
墨田区 8.7 6.6
葛飾区 7.9 5.3
木造密集
市街地
全体

14.2 11.8


